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１．はじめに 

わが国の多くの都市では，コミュニティの弱体化，

調和のない街並み，スプロール市街地の拡大という

問題を抱える．これは経済性を優先した無計画な開

発やスクラップ＆ビルドのまちづくりを繰り返して

きたツケである．この反省から，近年では環境面の

みならず社会面での持続可能性が重視され，それを

支えるための都市像として日本版コンパクトシティ

が模索されている． 
すでに，コンパクト化の是非については多くの研

究の蓄積が見られる．その中でもエネルギー消費や

環境負荷，財政負荷などの観点からのコンパクト化

の効果を捉えたものや高密集住の得失把握を行った

ものは多い．また，具体的な実現方策の検討も行わ

れてきている．森本ら 1)の LRT を軸とした TOD の

実現方策の検討，林ら 2)のソーシャルハザード概念

の導入による郊外部からの計画的撤退を促す計画制

度の提案はその代表である． 
以上のように，土地利用・交通政策を中心とした

フィジカル面でのコンパクト化の議論は徐々に進ん

でいる．しかし，社会面での持続可能性を重視した

研究例は少ない．また，基盤づくり（フィジカル面）

とコミュニティ形成（社会面）との連動に基づく機

動力のあるコンパクト化方策も未検討である． 
本研究は，両者の連動方法に着目したものである．

本稿では，高い環境機能と防災機能を有するコモン

（共有地）を囲む街区型住宅を市街地に埋め込むこ  
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とによって，サスティナブル･コミュニティを生み出

し，その連続配置によりコンパクトシティを誘導し

ようとする試みを報告する．  

２．住宅・基盤づくりとコミュニティ形成に関する既往 

研究の概要 

わが国にもコミュニティ形成を促すためのコモン

が組み込まれた住宅地整備の事例が見られる．そう

した事例を対象として，居住者の自力管理を支える

コモンのデザインや居住者主体の管理体制に関する

調査・研究が既に行われている． 

乾ら 3)は大阪圏における調査から，コモンをもつ

戸建て住宅地の空間構成はクラスター構成とグリッ

ドパターン構成に分けられること，また，両者を比

較するとクラスター型のコモンの方が利用されてお

り，その違いは，近隣づきあいの広がりにも反映さ

れることを指摘している．また，菊地ら 4)はタウン

ハウスのコモンについて，新井ら 5),6)は中高層の街

区型住宅事例である幕張ベイタウン・パティオスの

中庭について，それぞれ利用実態調査を行っている．

その結果，中庭の利用に関しては，鑑賞のためだけ

に設計された街区の中庭はあまり利用されておらず，

意識調査からも，通行や子供の遊び場としてだけで

はなく，落ち着きがあり憩いや語らいの場など多様

な活用が望まれ，中庭に安定した環境形成の場が求

められていることを把握している． 

こうしたデザイン面での研究に加え，齋藤ら 7)-9)

は共有空間をもつ戸建て住宅地における居住者主体

の管理システムの現状と問題点を明らかにしている．

アメリカの HOA (Home Owners Association)に倣った

住環境の管理組織を有する住宅地を取り上げ，そこ

での管理組織の形態，役割，運営方法，分譲会社や

管理会社の支援について実態調査を行い，管理組織

導入に関る課題を挙げている．また，戸建ての定期

借地権住宅におけるコモンの管理方法についても実



態調査を行い，居住者による住環境マネジメントの

実現可能性についても検討している． 
橘高ら 10）は 20～25年を経たコーポラティブ住宅

を対象に，コミュニティ実態の経年変化を把握して

いる．その結果，コミュニティ形成には協働活動が

重要な役割を果たすこと，しかし居住者の高齢化や

子供の成長・独立に伴い協働活動への参加者が減少

し意識のすれ違いが顕在化することを捉えている．

また，高齢化が進むコーポラティブ住宅においては，

共用施設を地域に開放し，団地レベルではなく地域

レベルで高齢者を支え合う体制が必要であると指摘

している．乾ら 11）は，戸建て住宅地でのアンケー

ト調査から，子育て期や老親扶養期においてはコモ

ンの管理に対して時間的・経済的負担感が大きいこ

と，また居住年数が長くなると自主的参加率が低下

すること明らかにしている．そのため，管理組合や

自治会による共同管理の方が好ましいこと，共同管

理が有効に機能する上では管理組合をサポートする

支援組織の存在も必要であることを指摘している． 
以上の研究は，中庭をはじめとするコモンのデザ

インと管理方法がコミュニティの形成と持続可能性

に大きく影響を及ぼすことを示唆している． 

３．サスティナブル・コミュニティ形成に向けた   
街区デザインの提案 

（１）サスティナブル･コミュニティのための集住形態 

社会保障･人口問題研究所の予測によれば，今後の

人口減少は地方部において，より深刻である．2000

年を 100とした時の 2030年の人口指数が 60未満と

なる市区町村は 540にものぼる．また，その結果，

65歳以上老年人口が 4割を超える市区町村は 30.4％

にも及ぶとされる． 

多くの地方都市においては以上のような人口動態

に加え，無秩序な郊外化がまちづくりの足かせとな

っている．そうした影響を緩和方策の一つとして，

密度を高め複合機能の地域を形成し，環境を快適に

維持向上させるためのデザインとまちづくりの手法

が必要になる．しかし，地方経済の停滞の現状を見

れば，大規模な基盤投資を要する大規模なニュータ

ウン開発や戸建て区画団地とは異なる整備手法が必

要とされることは言うまでもない．また，高層建築 

  

図-1 様々な集住の形態 

 

モデルによる集住形態は既存の地域住民との間にし

ばしばコンフリクトを生じ，地域社会の共生という

観点からは大きな問題を抱える．今後は，周辺地域

との共生が可能な小規模クラスター型の集住形態に

よる快適な生活空間の拡大と生活効率の向上が目ざ

れるべきであろう． 

 

(２)コンセプトの提案 

著者らが提案する街区型住宅モデル（以下，街区

モデル）の空間構成はクラスター型であり，中心部

には子供の遊び場，憩いや語らいの場，環境形成の

場として機能するための十分な広さのコモンを有す

る．それを囲うように住戸を配置することで街区内

の道路空間を極力省き，良好な住環境を確保しつつ

高密集住を可能にするものである．この点を含む本

街区モデルの特長は以下の５つに集約される． 

a)交わりの場やビオトープとしての広い中庭 

住宅地内の道路空間と塀の内側を省いて住民のた

めの生活空間を生み出し，自然環境を取り入れて生

活に潤いをもたらす空間を創出する． 

b)街区共生システム 

住民相互のコミュニケーションの促進と防犯性の

向上のために，IT技術を活用したコミュニティ・ネ
ットを整備し，無理なく顔の見える関係を構築する．

また，コミュニティ内のライフスタイルの同調を通

高層建築モデル

区画団地 
モデル 

街区型住宅モデル 
（囲い込み型） 



じて自動車の共同利用を可能とし，

マイカーへの過度の依存（複数台

数の保有）を抑える． 

c)建物の耐用年数延長と共有地 

維持管理システム 

住宅の耐用年数を改善し，耐久

消費財から資産としての住宅への

転換を図る．さらにコーポラティ

ブの開発利益＋助成･補助金＋住

民の積立金＝管理組合基金（地方

債で保存）を緑地の維持管理に充

てる． 
d)スケルトン・インフィル型の 

埋め込み 
スケルトン・インフィル型の街区整備により，一

体となった美しい外観を生み出す．また，周辺開発

に影響を与え，連続した街並みの形成に資する． 
e)高い防災機能と環境機能 

中庭には地域の防災拠点としての役割を持たせる．

また周辺への環境負荷を与えないようにするために，

雨水の貯留や生活排水の浄化とその利用を促進させ，

環境持続性を向上させる． 

 

(３)まちづくりへの貢献－コンパクトシティの誘導－ 
本研究では，具体的な対象地域として高松都市圏

を取り上げる．高松市の郊外部においては自動車依

存型のスプロール開発が進行し，自然環境や田園景

観が失われていく中で，中心市街地においても人口

や経済活動の流出および伝統的な地域社会の崩壊と

いう，二重の問題を抱えている． 

土地利用については，臨海部には工業系の用途地

域が存在し，中心部の商業地域から南に向かって密

度の高い住居地域から低い住宅地が伸び，道路沿線

には近隣商業地域や準工業地域が設定されている．

しかし，その周囲は用途地域の指定がなされていな

い地域が多く，ミニ開発の温床になる要因が残され

ている．線引きについては，高松市の郊外市街地が

市街化調整区域に指定されており，この地域内での

開発は抑制されてきたが，その外側にある自治体は

白地地域であることから開発の自由度が高くベッド

タウン化が進んでいる． 

高松市においては，本年５月に線引きの廃止が決 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 街区モデルの基本デザイン 

 

定されており，現在の調整区域内での開発が可能と

なる．開発密度の抑制のためのダウンゾーニングが

導入されるが，小規模宅地開発を抑制する仕組みは

備わっていない．従って，調整区域が外された地域

は今後のミニ開発の標的となることが予想される．

本研究の提案する街区モデルは，特にこうした混乱

地域での開発を整える役割を果たすものである. 

 

（４）基本デザイン 

図-3 はイギリスのガーデンシティやバルセロナ

のエイシャンプレ地区に見られる中庭型街区を参考

として描いた，街区モデルの基本デザインである．

エイシャンプレ地区の中庭型住宅は私的領域を公領
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図-2 街区型住宅によるコンパクトシティの誘導 
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域へ転換させる再開発の仕組みとして注目を集めて

いるが，本研究の街区モデルはこの規模と機能を拡

充したものである．街区の大きさは，経済性とコミ

ュニティの形成および防災拠点の機能から考え，30

～50 戸の範囲で構成され，街区の面積は 7,000～

10,000㎡程度である．サッカー場ほどの大きさの中

庭を，各住戸がテラスハウス形式で連続的に取り囲

み，その外側にはコリドー，駐車スペース，それを

取り囲むようにある外周道路が配置される． 

 

(５)周辺環境への影響 

集住型の住宅地開発は周辺環境に多大な影響を与

えることから，その緩和措置が必要となる．本研究

で提案する街区モデルが与える環境影響を雨水の処

理面から計算すると，以下のような結果が得られる． 
【雨水流出量】 

Ｑ＝１／３６０･Ｃ･Ｉ･Ａ 

ここに，Ｑ：雨水流出量（m3/s），Ｃ：流出係数，Ｉ：降雨

強度（mm/hr）＝５０⇒高松市雨水計画（7 年確率）＝42.5mm/hr

をラウンドアップ），Ａ：排水面積（ha） 

【流出係数】 

※1 0.30 高松市排水計画における「市街化調整区域」採用値 

※2 0.65 浸透量を考慮した流出係数（浸透マス･浸透トレンチ） 

※3 0.40 浸透量を考慮した流出係数（透水性舗装） 

 
 
周辺への影響をより以下に抑えるには，雨水だ 
 
通常の市街地整備の場合に比べて，一定の緩和効

果が期待できるが，一層の改善を考えるならば生活

排水を含めた水処理の方法を考える必要がある．こ

れは生活排水の浄化や調整池などの貯留による再利

用のシステムを組み込むことによって可能となる． 

４．おわりに 

本稿では，高松市を事例とした街区

型住宅モデルに基づくとしたサスティ

ナブル･コミュニティの形成のための

コンセプトづくりと基本デザインを示

したものである．講演時には，既存の

開発手法との比較に基づく本街区モデ

ルの得失，フィージビリティを高める

ためのファイナンス方式等についても

報告する． 
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図-4 本街区モデルと区画団地モデルとの比較 



 


